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平成１６年３月期 決 算短信（連結）           平成１６年 ５月２４日 

上 場 会 社 名         株 式 会 社 横 浜 銀 行 上場取引所（所属部） 東証市場第１部 
コ ー ド 番 号         ８３３２ 本社所在都道府県 神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.boy.co.jp/） 
代  表  者  代表取締役 頭 取   平 澤 貞 昭 
問合せ先責任者  経営企画部主計室長   前 川 洋 二 ＴＥＬ （０４５）２２５－１１１１（大代表） 

決算取締役会開催日             平成１６年 ５月２４日 特定取引勘定設置の有無   有 
米国会計基準採用の有無 無 
 
１． １６年３月期の連結業績（平成１５年 ４月 １日～平成１６年 ３月３１日） 

（１）連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経   常   収   益 経   常   利   益 当  期  純  利  益 

 百万円        ％  百万円           ％ 百万円          ％ 

１６年３月期 ２５３，２７４（△１１．２） ７９，９１８（１９４．２） ４７，４４５（１８０．８） 

１５年３月期 ２８５，４３２（△ ８．１） ２７，１５６（△１９．２） １６，８９６（△１４．８） 
 

 
１株当たり       
当期純利益       

潜 在 株 式 調 整 後           
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本       
当期純利益率 

総  資  本       
経常利益率       

経 常 収 益       
経常利益率       

    円    銭    円    銭 ％  ％ ％ 

１６年３月期 ４０ ４９ ３２ ７１ １１．３ ０．７ ３１．５ 

１５年３月期 １３ ６４ １１ ５７  ４．３ ０．２  ９．５ 
 
（注）①持分法投資損益 １６年３月期 ３７０ 百万円 １５年３月期 ─ 百万円 

②期中平均株式数（連結） 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式 
１６年３月期 1,138,137,613 株 140,000,000 株 60,000,000 株 
１５年３月期 1,138,219,331 株 140,000,000 株 60,000,000 株 

③会計処理の方法の変更   無   

④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）連結財政状態 

 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率 
１株当たり       
株 主 資 本       

連結自己資本比率 
（ 国 内 基 準 ） 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 ％ 

１６年３月期 １０，６６０，２５２ ５５４，９２６ ５．２ ３９３ ００ １０．６６(速報値) 

１５年３月期 １０，６７２，７９６ ４５７，２２５ ４．２ ３１２ ７２ １０．３２ 
 
（注） 期末発行済株式数（連結） 普通株式 第一回優先株式 第二回優先株式 

１６年３月期 1,154,089,726 株 140,000,000 株 60,000,000 株 
１５年３月期 1,137,950,286 株 140,000,000 株 60,000,000 株 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

       百万円       百万円     百万円       百万円 

１６年３月期 △１２７，０８５   ２４３，６９０ △ ４７，１０１   ５４７，０１１ 

１５年３月期   ４２，９７９ △ ６１７，０７９ △ １７，４１１   ４７７，５５１ 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   １０ 社   持分法適用非連結子会社数    ― 社   持分法適用関連会社数    １ 社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結（新規）    ― 社  （除外）    ２ 社    持分法（新規）    １ 社  （除外）         ― 社 

２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日） 

 経  常  収  益         経 常 利 益         当 期 純 利 益         

          百万円          百万円          百万円 

中 間 期 １２０，０００ ３５，５００ ２１，５００ 

通   期 ２４５，０００ ８３，０００ ５０，０００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  ４２ 円 ７３ 銭 

（注意事項） 本資料は、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不
確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、見通しと異なる可能性があることに留意ください。 
業績予想の前提となる仮定等につきましては、添付資料の６ページを参照してください。 



株式会社 横浜銀行

Ⅰ．企 業 集 団 の 状 況

１．事業の内容

２．事業系統図

 銀行業務 … 本店・支店・出張所

主な関係会社   … [連結子会社]

横浜事務サービス株式会社（事務代行業務）

横浜キャリアサービス株式会社（人材派遣、不動産管理業務）

浜銀モーゲージサービス株式会社（事務代行業務）

浜銀総合管理株式会社（担保不動産競落業務）

株式会社はまぎん事務センター（事務代行業務）

Ｙｏｋｏｈａｍａ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｃａｙｍａｎ Ｌｉｍｉｔｅｄ（投融資業務）

 そ の 他 … 主な関係会社   … [連結子会社]

横浜信用保証株式会社（保証業務）

横浜キャピタル株式会社（ベンチャーキャピタル業務）

浜銀抵当証券株式会社（投融資業務）

株式会社浜銀総合研究所（情報サービス、調査業務）

[持分法適用関連会社]

浜銀ファイナンス株式会社（リース業務）

横
浜
銀
行

  当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行、子会社13社および関連会社2社で構成され、銀行業務を

中心に、保証業務、ベンチャーキャピタル業務などの金融サービスに係る事業を行っております。

（ ２ ）
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（ ３ ） 

Ⅱ．経   営   方   針 

 

１．経営の基本方針 

  横浜銀行グループは、お取引先・株主・行員の連帯と融和により限りない発展をめざす「スリーシップスの

精神」を基本理念とし、平成 15 年 4 月から平成 18 年 3 月までの 3 か年を計画期間とする中期経営計画「バリ

ューアップ」で掲げる「地域のお客さまに強く支持される銀行」をめざして、さまざまな施策に取り組んでお

ります。 

 
２．利益配分に関する基本方針 

  当行は、銀行の公共的使命を念頭において、長期にわたる安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、配当

についても安定的な配当の実施を基本方針としております。 

 
３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当行は、投資単位の引下げが株式市場に個人投資家の参加を促すための有効な施策であると理解しておりま

すが、引下げにつきましては、今後の市場動向、株価水準などを勘案しつつ慎重に検討を進めてまいります。 

 
４．中長期的な経営戦略 

  金融界におきましては、金融サービス分野の規制緩和の進展やお客さまのニーズの多様化・高度化等により、
業種を超えた競争がますます激化するとともに、平成 17 年度のペイオフ完全実施を控え、金融機関の選別が一

層厳しさを増すと予想されます。さらに、地域金融機関については、不良債権問題解決に向けたリレーション

シップバンキングの機能強化が重要な課題となっており、充実した金融サービスの提供ならびに経営の健全性

の向上がより一層求められております。 

  こうした厳しい状況に対して、当行は、中期経営計画「バリューアップ」に基づき、これまで取り組んでき

たリージョナル・リテール戦略を一層深化させることにより、経営の健全性を高めるとともに、地元金融機関

としての存立基盤を盤石なものとし、地域のお客さまやマーケットからの評価を高めていくよう努めてまいり

ます。 

 
５．目標とする経営指標 

  中期経営計画「バリューアップ」の計画最終年度（平成 17 年度）までに達成すべき経営指標（単体）は、以
下のとおりであります。 
① リージョナル・リテールの 
基盤拡充 

個人ローン平残増加 8，700 億円以上、 
中小企業向け融資平残 3兆 1 千億円以上 

②資本の充実 連結 Tier1 比率 8.5％以上、単体剰余金 1，500 億円以上 
③信用コストの削減 与信費用比率(注)0.45％未満 
④収益の改善 業務純益 1，100 億円以上 
⑤ローコストオペレーション ＯＨＲ（債券５勘定調整後）45％未満 
⑥手数料収入の増強 役務収益率 14％以上 
⑦格付の向上 Ｒ＆Ｉ、ムーディーズの格付をそれぞれ 1ノッチ改善 

    (注)与信費用比率＝不良債権処理額÷貸出残高 

 

 上記の目標のうち、業務純益、ＯＨＲ、役務収益率については既に目標を達成しておりますが、引き続き各

指標の維持・向上を目指すとともに、平成 16 年度については、業務純益の目標を 1,190 億円に上方修正し、目

標達成を目指してまいります。 
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（ ４ ） 

 
６．対処すべき課題 

  今後につきましても、リージョナル・リテール分野に特化した営業力の強化、経営合理化の徹底による更な
るローコストオペレーション態勢の確立、リスク管理の高度化によるリスクに見合ったリターンの確保等に当

行グループ全体で積極的に取り組むことを通じて経営体質を強化する一方、稠密な店舗網等を利用した情報活

用の高度化をさらに進めることにより、地域のお客さまのニーズや期待に的確にお応えする良質な商品・サー

ビスを提供するよう努めてまいります。また、引き続き、当行グループ機能のフル活用による地元中小企業へ

の再生支援活動を通じて、地域経済の発展に貢献してまいります。 

  こうした努力をとおして、収益性と健全性の高い「良質な銀行」となり、「地域のお客さまに強く支持される

銀行」の実現をめざしてまいります。 

 
７．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

＜基本的な考え方＞ 

当行では、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と認識し、商法等の法令の趣旨を尊重しながら、

取締役会および監査役会において、取締役の職務執行の監督・監査を行っております。 
また、執行役員制度を導入し、営業部門は執行役員が、管理部門は取締役がそれぞれ責任をもって業務を

行う体制としております。さらに、取締役会の活性化と経営環境変化へのより迅速な対応を実現するため、

取締役の任期を一年としております。 
 

＜施策の実施状況＞ 

（1）コーポレート・ガバナンス体制の状況 
当行では、取締役会を頂点として、行内規程を厳格に運用しつつ、適切な権限委譲を行い、迅速な意思決

定を行う体制としております。 
当行の経営上の意思決定、執行及び監督に係る主な経営管理組織は、以下のとおりです。 
Ａ．取締役会 
取締役会は、取締役６名（平成 16年 3月末現在）で構成され、経営に関する重要な事項、方針および業
務の執行を決定するほか、取締役が取締役会にコンプライアンス、リスク管理、監査結果等の状況につい

て定例的に報告しております。取締役会は、原則毎月 1回開催しております。 
Ｂ．監査役・監査役会 
当行は監査役制度を採用しており、監査役会は、監査役 4名、そのうち社外監査役 2名（非常勤監査役
を含む、平成 16年 3月末現在）で構成されております。各監査役は、監査役会で策定された監査方針及び
監査計画に基づき、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や、業務及び財産の状況調査等を通じて、

取締役の職務遂行を監査しております。 
また、社外監査役を含めた監査役を補佐し、監査役会を円滑に運営するため、監査役室を設置し、スタ

ッフ１名を配置しております。監査役会は、原則毎月 1回開催しております。 
Ｃ．経営会議 
「経営会議」は、代表取締役、取締役によって構成され、取締役会決議事項の協議、決議事項以外の行

内規程に明定した経営上の重要事項の決定等を行っております。「経営会議」は原則毎週 1回開催しており
ます。 
Ｄ．業務監査体制 
オペレーショナルリスク会議 
「オペレーショナルリスク会議」を設置し、経営の法令等遵守の徹底を促すとともに、事務・システム

等に関するオペレーショナルリスクの状況についての管理、監視状況の報告を行っております。「オペレー

ショナルリスク会議」は、原則 3か月に 1回開催しております。 
なお、コーポレート・ガバナンス強化の一環として、平成 16 年４月に「監査報告会」を新設し、「オペ
レーショナルリスク会議」から監査部の業務監査結果に関する事項を移管するとともに、監査役・監査部

による監査結果をふまえ、取締役が監査役と定期的に協議し、また助言等を受ける場を設けることといた

しました。「監査報告会」は、原則 3か月に 1回開催していく予定です。 
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Ｅ．リスク管理体制 
近年、銀行が直面しているリスクは多様化、複雑化しており、経営の健全性の維持、向上の観点から、

リスク管理を経営の重要課題と位置づけ、その高度化に努めております。具体的には、各リスクを個々に

管理するだけでなく、計量化の可能なリスクを統合的に把握した上で、リスク・リターンを勘案し、体力

の範囲内で適切に経営資源の配分を行っていく必要があるとの考え方に基づき、統合的なリスク管理の実

現に向けて、体制や規程などの整備を進めております。 
① 統合リスク管理体制 
当行では、「リスク管理の基本規程」を中心としたリスク関連規程を体系的に整備するとともに、リスク

統括部署及び信用リスクや市場・流動性リスクなどの各リスクの管理部門をそれぞれ定め、全体としてリ

スク管理を整合的に行う態勢とし、各部門において規程に基づいた適切なリスク管理を実施しております。 
② リスク管理関連会議 
当行全体としての適切なリスク管理を行うため、「ＡＬＭ会議」、「オペレーショナルリスク会議」、「与

信ポートフォリオ会議」を設置し、各リスクの管理方針に関する協議、リスクのモニタリングなどを行っ

ております。「ＡＬＭ会議」は原則毎月 1回、「オペレーショナルリスク会議」、「与信ポートフォリオ会議」
は原則 3か月に 1回開催しております。 
また、大口与信を中心に個別の信用リスクに関する適切な判断を行うため、「投融資会議」を設置し、個

別投融資案件の審査等を行っております。「投融資会議」は必要の都度、開催しております。 
③ 危機管理体制 
災害時やシステムリスク等の各リスクの顕在化に伴う危機対応を適切に行うため、「危機管理計画（コン

ティンジェンシープラン）」を策定するとともに、「危機管理委員会」を設置しております。リスクの顕在

化発生時には、「危機管理委員会」が必要に応じて各種の「緊急時対策本部」を設置し、対応を図ることが

できる体制としております。 
 
（2）当行と当行の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 
社外監査役は、当行のその他の取締役、監査役と人的関係を有さず、当行との間に特に利害関係はござ

いません。 
 

（3）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近一年間における実施状況 
コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みとして、既述のとおり各種会議を定期的に開催するな

ど適切な業務運営を進めるとともに、コーポレート・ガバナンス強化に向けた「監査報告会」の新設を平

成 16年 3月に機関決定しております。 
今後も引き続き、コーポレート・ガバナンスの充実、リスク管理の精緻化・強化を図ってまいります。 
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Ⅲ．経営の成績及び財政状態 

 
１．経営の成績 

（１）業績全般 
  当期（平成 16年 3月期連結決算）では、リージョナル・リテール業務に特化した営業活動の徹底による収益
力の強化に加えて、コストの削減を着実に実施してまいりました。その結果、経常利益は前期比 194.2％、当期
純利益は前期比 180.8％の増益となりました。  

（２）損益の状況 
  損益につきましては、個人を中心とした貸出及び役務取引の拡大により、貸出金利息や役務取引収益が増加

しましたが、浜銀ファイナンス株式会社が連結子会社から除外されたことにより、経常収益は前期に比べ 321

億 5 千 8 百万円減少し、2,532 億 7 千 4 百万円となりました。一方、経常費用 は、株価の回復により減損処理

額が大幅に減少したことに加え、預金等の支払利息が減少し、さらに、経費の抑制にも努めました結果、前期

と比べ 849 億 2 千万円減少し、1,733 億 5 千 6 百万円となりました。 

  以上により、当期は、経常利益が前期に比べ 527 億 6 千 2 百万円増加し、799 億 1 千 8 百万円に、当期純利益

は前期に比べ 305 億 4 千 9百万円増加し、474 億 4 千 5 百万円となりました。なお、１株当たりの当期純利益は

40 円 49 銭となりました。 

（３）配当に関する事項 
  銀行単体の配当につきましては、安定的な配当の実施を基本方針としており、期末利益配当金は中間期末に

見送りした中間配当と一括し、前期年間配当金と同額の年 5円を予定しております。 

 
２．財政状態 

（１）資産、負債等の状況 
  預金は、総合取引の推進等による拡大に努めましたが、低い金利水準が継続する中で、当期において 2,381
億円減少し、9兆 1,259 億円となりました。このうち、定期性預金は当期において 2,417 億円減少し、3兆 2,419

億円となりました。 

  次に、貸出金は、個人を中心に取引拡大に努めた結果、当期において 1,138 億円増加し、7兆 9,468 億円とな

りました。また、有価証券は、当期において 1,934 億円減少し、1兆 2,987 億円となりました。 

  そのほか、総資産は、当期において 125 億円減少し、10 兆 6,602 億円となりました。 

なお、自己資本比率は、連結が 10.66％（速報値）、銀行単体が 10.61％（速報値）となりました。 

 平成 12 年 3 月末 平成 13年 3月末 平成 14年 3月末 平成 15年 3月末 平成 16 年 3 月末 

自己資本比率 10.03％ 9.59％ 10.72％ 10.32％ 10.66％（速報値） 

※ 自己資本比率は、銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき算出しております。なお、当行は、国内基準 

を採用しております。 

（２）キャッシュ・フローの状況 
営業活動によるキャッシュ・フローは、預金や市場からの資金調達の減少等により、1,270 億円の支出となり

ました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券等の売却等により 2,436 億円の収入となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、劣後特約付借入金の返済等により 471 億円の支出となりました。この

結果、現金及び現金同等物は、期中 694 億円増加して 5,470 億円となりました。 

 

３．業績の見通し 

  平成17年3月期通期の連結ベースでの業績につきましては、グループ全体で諸施策を着実に実施することなど

により、経常収益2,450億円、経常利益830億円、当期純利益500億円を見込んでおります。 

  また、銀行単体の業績につきましては、経常収益2,350億円、経常利益820億円、当期純利益500億円を見込ん

でおります。 

 
 



株式会社　横 浜 銀 行

連  結  貸  借  対  照  表

平成１６年３月３１日現在

（単位：百万円）

金 額 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 556,767   預 金 9,125,942   

コールローン及び買入手形 28,002   譲 渡 性 預 金 48,059   

買 入 金 銭 債 権 149,257   コールマネー及び売渡手形 908   

特 定 取 引 資 産 121,130   特 定 取 引 負 債 2,617   

有 価 証 券 1,298,771   借 用 金 114,004   

貸 出 金 7,946,846   外 国 為 替 105   

外 国 為 替 8,080   社 債 85,999   

そ の 他 資 産 109,851   新 株 予 約 権 付 社 債 53,176   

動 産 不 動 産 145,114   そ の 他 負 債 339,829   

繰 延 税 金 資 産 73,686   退 職 給 付 引 当 金 62   

支 払 承 諾 見 返 307,039   特 別 法 上 の 引 当 金 0   

貸 倒 引 当 金 △ 84,297   再評価に係る繰延税金負債 23,011   

連 結 調 整 勘 定 49   

支 払 承 諾 307,039   

負 債 の 部 合 計 10,100,805   

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分 4,520   

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 188,223   

資 本 剰 余 金 149,839   

利 益 剰 余 金 154,132   

土 地 再 評 価 差 額 金 32,289   

株 式 等 評 価 差 額 金 30,838   

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 0   

自 己 株 式 △ 396   

資 本 の 部 合 計 554,926   

資 産 の 部 合 計 10,660,252   負 債 、 少 数 株 主 持 分及 び 資 本 の 部 合 計 10,660,252   

科 目科 目

（ ７ ）
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（注） 
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利
用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準
とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上しております。 
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、
スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額
により行っております。 

３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有
価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法
により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

４．デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

５．当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設
備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物   ２年～６０年 
動 産   ２年～２０年 
連結される子会社及び子法人等の動産不動産については、主として定率法を採用しております。 

６．自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間
（５年）に基づく定額法により償却しております。 

７．新株発行費及び社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

８．当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
外貨建取引等の会計処理につきましては、前連結会計年度は「銀行業における外貨建取引等の会計処理
に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別
監査委員会報告第 25 号」という。）による経過措置を適用しておりましたが、当連結会計年度からは、同
報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨ス
ワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用しております。なお、当該ヘッジ会計
の概要につきましては、１２.に記載しております。 
この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を時価評価し、
正味の債権及び債務を連結貸借対照表に計上したため、従来の方法によった場合と比較して、「その他資
産」は７４百万円減少、「その他負債」は７４百万円減少しております。なお、この変更に伴う損益への
影響はありません。 
また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ「その他資産」中のその
他の資産又は「その他負債」中のその他の負債で純額表示しておりましたが、当連結会計年度からは、業
種別監査委員会報告第 25 号に基づき総額で表示するとともに、「その他資産」及び「その他負債」中の金
融派生商品に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「その他
資産」は９８７百万円増加、「その他負債」は９８７百万円増加しております。 
連結される子会社および子法人等外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により
換算しております。 

９．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権
及びそれと同等の状況にある債務者（以下､「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお
書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性
が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に
判断し必要と認める額を計上しております。 
破綻懸念先及び下記１９.の貸出条件緩和債権等を有する債務者で、債権の元本の回収及び利息の受取り
に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを当
初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見
積法）により引当てております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上し
ております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し
た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証
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による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、そ
の金額は１８２，０６８百万円であります。 
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要
と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額をそ
れぞれ引当てております。 

１０．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、必要額を計上しております。 
また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（２年）による定額法に
より損益処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１５年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

１１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

１２．当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによることとして
おります。前連結会計年度は「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という。）に
規定する経過措置に基づき、多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体
で管理する「マクロヘッジ」を実施しておりましたが、当連結会計年度からは、同報告の本則規定を適用し
ております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる
預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評
価をすることとしております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッ
ジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をすることとしております。 
また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、従来の「マクロヘッ
ジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本
金額に応じ平成15年度から５年間にわたって、資金調達費用又は資金運用収益として期間配分しております。 

なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は４，３７６百万円、繰延ヘ
ッジ利益は２，８４１百万円であります。 
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっ
ております。前連結会計年度は業種別監査委員会報告第 25 号による経過措置を適用しておりましたが、当
連結会計年度からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する
等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用しております。 

   これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワッ

プ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジショ

ン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。 
なお、一部の資産・負債については個別ヘッジを適用しており、繰延ヘッジを行っております。 

１３．当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ
ております。 

１４．特別法上の引当金は、次のとおり計上しております。 

証券取引責任準備金 ０百万円 証券取引法第 65 条の２第７項において準用する証券取引法第 51

条の規定に基づく準備金であります。 

１５．動産不動産の減価償却累計額 １０３，８２３ 百万円 

１６．動産不動産の圧縮記帳額 １１３，２７１ 百万円 

１７．貸出金のうち、破綻先債権額は１４，９５２百万円、延滞債権額は２１９，９３５百万円であります。 
なお､破綻先債権とは､元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又
は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部
分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第
96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であり
ます。 
また､延滞債権とは､未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
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１８．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は８，０５３百万円であります。 
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日を起算日として３カ月以上遅延
している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

１９．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は８２，８７４百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延
滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

２０．破綻先債権額、 延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３２５，８１５
百万円であります。 
なお、１７．から２０．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

２１．手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け
入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は８８，１２７百万円であります。 

２２．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 

有価証券 ３３３，８３２ 百万円 
貸出金  ２４，５５２ 百万円 
担保資産に対応する債務 

預金  ２５，４３４ 百万円 

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、「有価
証券」６３４，２８３百万円及び「その他資産」２４７百万円を差し入れております。 

また、動不動産のうち保証金権利金は９，５２５百万円であります。 

２３．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上して
おります。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は４，３８１百万円、繰延ヘッジ利益の総額は３，
１４０百万円であります。 

２４．土地の再評価に関する法律(平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の土地の再
評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし
て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成 10 年３月 31 日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年３月 31 日公

布政令第 119 号）第２条第１号に定める「地価公示法第６条

に規定する標準地について同条の規定により公示された価

格 」に基づいて、近隣売買事例による補正等合理的な調整

を行って算出 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額     ３８，９６１百万円 

２５．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金
７９，０００百万円が含まれております。 

２６．社債は、劣後特約付社債８５，９９９百万円であります。 

２７．１株当たりの純資産額  ３９３円００銭 

 

２８．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほ
か、「特定取引資産」中の商品有価証券、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。以下３
３．まで同様であります。 

売買目的有価証券 

連結貸借対照表計上額 118,720 百万円 

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額  △119 百万円 
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満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 連結貸借対照表 
計 上 額 

時 価 差 額 
うち益 うち損 

社債 13,297 百万円 13,214 百万円 △82 百万円 17 百万円 100 百万円 
合計 13,297 百万円 13,214 百万円 △82 百万円 17 百万円 100 百万円 

その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 連結貸借対照表 
計 上 額 

評価差額 
うち益 うち損 

株式 148,676 百万円 197,787 百万円 49,111 百万円 62,366 百万円 13,254 百万円 

債券 848,542 百万円 850,659 百万円 2,117 百万円 2,881 百万円 763 百万円 

 国債 264,303 百万円 265,160 百万円 857 百万円 992 百万円 134 百万円 

 地方債 273,928 百万円 274,692 百万円 763 百万円 1,023 百万円 259 百万円 

 社債 310,310 百万円 310,806 百万円 496 百万円 865 百万円 368 百万円 

その他 192,629 百万円 193,287 百万円 658 百万円 1,070 百万円 412 百万円 
合計 1,189,847 百万円 1,241,735 百万円 51,887 百万円 66,318 百万円 14,430 百万円 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債２１，０８２百万円を差し引いた額３０，８０５百万円の
うち少数株主持分相当額△０百万円を控除した額に持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る
評価差額金のうち親会社持分相当額３１百万円を加算した額３０，８３７百万円が、「株式等評価差
額金」に含まれております。 
当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原
価に比べて著しく下落したものについては、原則時価が取得原価まで回復する見込みがないものとみ
なして、当該時価をもって連結貸借対照表価額とし、評価差額を当連結会計年度の損失として処理
（以下、「減損処理」という。）しております。当連結会計年度における減損処理額は、５９百万円
であります。時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有
価証券の発行会社の区分ごとに次のとおり定めております。 
 

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 
要注意先 時価が取得原価に比べて３０％以上下落 
正常先 時価が取得原価に比べて５０％以上下落 

なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先
及び要注意先以外の債務者であります。 

２９．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券は次のとおりであります。 

 売却原価 売却額 売却損益 売却の理由 

社債 250 百万円 258 百万円 8 百万円 私募債の買入消却 
合計 250 百万円 258 百万円 8 百万円  

 

３０．当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

売却額 売却益 売却損 
2,107,310 百万円 9,560 百万円 16,218 百万円 

３１．時価のない有価証券のうち､主なものの内容と連結貸借対照表計上額は､次のとおりであります。 

内 容 連結貸借対照表計上額 
満期保有目的の債券   
事業債 145,668 百万円 
地方公社債 2,862 百万円 

その他有価証券   
非上場株式（店頭売買株式を除く） 19,429 百万円 
信託受益権 18,343 百万円 

３２．当連結会計年度中に満期保有目的の債券５４９百万円の保有目的を、債券の発行者の信用状態の著しい
悪化の理由により変更し、その他有価証券に区分しております。この変更による経常利益及び税金等調整
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前当期純利益への影響はありません。 

３３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりで
あります。 

 
1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

債券 294,754 百万円 668,724 百万円 25,511 百万円 21,510 百万円 

 国債 41,839 百万円 210,573 百万円 1,024 百万円 11,723 百万円 

 地方債 120,118 百万円 154,246 百万円 327 百万円 － 百万円 

 社債 132,796 百万円 303,904 百万円 24,160 百万円 9,786 百万円 

その他 13,587 百万円 115,525 百万円 8,086 百万円 76,418 百万円 
合計 308,341 百万円 784,249 百万円 33,598 百万円 97,928 百万円 

３４．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で
あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，２４５，０９６百万円であります。このうち契約残
存期間が１年以内のものが８３８，６６３百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要
に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

 

３５．当連結会計年度末における退職給付債務等は以下のとおりであります。 
 

   
退職給付債務   △68,103 百万円   
年金資産（時価）   47,261 百万円   
退職給付信託   14,664 百万円   
未積立退職給付債務  △6,178 百万円   
未認識数理計算上の差異   36,329 百万円   
未認識過去勤務債務（債務の減額）   △3,834 百万円   
連結貸借対照表計上額の純額   26,316 百万円   
前払年金費用   26,378 百万円   
退職給付引当金  △62 百万円   

 

【重要な後発事象】 

当行は平成 16 年４月６日に以下の旧商法に基づき発行した転換社債のコールオプション条項に基づく額
面による償還権利が発生したことにより、平成 16 年４月７日開催の取締役会において、平成 16 年５月 10
日に繰上償還することを決議いたしました。これにより、当連結会計年度末日以降平成 16 年５月 10 日ま
でに、当該転換社債の当連結会計年度末未償還残高５３，１７６百万円は、５３，１２９百万円が当行の
普通株式１２６，４９７，５３８株（転換価額４２０円）に転換され（資本組入額２６，５６４百万円）、
４７百万円を額面にて償還しております。 

銘 柄  120％コールオプション条項付第４回無担保転換社債（転換価額下方修正条項および転

換社債間限定同順位特約付） 

繰 上 償 還 価 額 額面 100 円につき金 100 円 

発    行    日  平成 13 年 11 月 16 日 

発 行 総 額 60,000 百万円 

未 償 還 残 高 53,176 百万円（平成 16 年３月 31 日現在） 

従来の償還期限 平成 16 年９月 30 日 

利 率 本社債には利息を付さない 

発 行 株 式 普通株式 

転 換 価 額 420 円 
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連  結  損  益  計  算  書

自  平成１５年４月  １日
至  平成１６年３月３１日

（単位：百万円）

253,274
175,914

貸 出 金 利 息 159,831
有 価 証 券 利 息 配 当 金 14,495
コールローン利息及び買入手形利息 102
預 け 金 利 息 352
そ の 他 の 受 入 利 息 1,132

43,214
771
21,624
11,751

　 173,356
8,815

預 金 利 息 2,577
譲 渡 性 預 金 利 息 23
コールマネー利息及び売渡手形利息 4
売 現 先 利 息 0
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 0
借 用 金 利 息 3,488
社 債 利 息 967
そ の 他 の 支 払 利 息 1,753

8,558
13,628
91,554
50,798

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 9,865
そ の 他 の 経 常 費 用 40,933

79,918

6,399
386
4,885
1,126
3,277
1,065
2,211
83,040
5,133
29,661
800
47,445

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 の 特 別 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

動 産 不 動 産 処 分 損

金 額

営 業 経 費

経 常 費 用

そ の 他 経 常 費 用

科 目

経 常 収 益

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 の 特 別 損 失

( １３ )
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（注） 
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．１株当たり当期純利益金額   ４０円４９銭 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  ３２円７１銭 

４．特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を連結損益計算書上
「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 
特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度の受払利息等に、有価証券、金銭債権等
については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連
結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

５．「その他の経常費用」には、貸出金償却２７，８２８百万円及び株式等償却４８９百万円を含んでおり
ます。 

６．「その他の特別利益」は、東京都からの事業税還付金等であります。 

７．「その他の特別損失」は、退職給付制度の改定に伴う一部終了損失であります。 
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連  結  剰  余  金  計  算  書

自  平成１５年４月  １日

至  平成１６年３月３１日

（単位：百万円）   

146,281

3,558

旧 商 法 に 基 づ き 発 行 さ れ た
転 換 社 債 の 転 換 に よ る 増 加 高 3,411

増 資 に よ る 新 株 の 発 行 7

合 併 に 伴 う 増 加 高 138

149,839

113,613

47,708

当 期 純 利 益 47,445

土地再評価差額金取崩による増加高 262

7,189

配 当 金 7,049

自 己 株 式 処 分 差 損 1

合 併 に 伴 う 減 少 高 138

154,132

　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

科 目 金 額

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

（ １５ ）
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連  結  キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計  算  書

自  平成１５年４月  １日   
至  平成１６年３月３１日   

（単位：百万円）  
科 目 金 額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 83,040
減価償却費 7,742
連結調整勘定償却額 1
持分法による投資損益（△） △ 370
貸倒引当金の増加額 △ 5,928
債権売却損失引当金の増加額 △ 1,815
退職給付引当金の増加額 2
資金運用収益 △ 175,914
資金調達費用 8,815
有価証券関係損益（△） 9,043
為替差損益（△） 8,407
動産不動産処分損益（△） 678
特定取引資産の純増（△）減 △ 48,601
特定取引負債の純増減（△） △ 1,550
貸出金の純増（△）減 △ 55,426
預金の純増減（△） △ 240,513
譲渡性預金の純増減（△） △ 21,429
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 104
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 5,460
コールローン等の純増（△）減 △ 113,454
コールマネー等の純増減（△） 631
外国為替（資産）の純増（△）減 △ 497
外国為替（負債）の純増減（△） △ 46
資金運用による収入 191,428
資金調達による支出 △ 9,441
その他 235,302
小計 △ 124,536
法人税等の支払額 △ 2,549
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 127,085

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 2,160,662
有価証券の売却による収入 2,107,608
有価証券の償還による収入 297,884
動産不動産の取得による支出 △ 5,314
動産不動産の売却による収入 1,755
連結範囲の変動を伴う子会社株式の売却による収入 2,418
投資活動によるキャッシュ・フロー 243,690

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入金の返済による支出 △ 80,000
劣後特約付社債・新株予約権付社債の発行による収入 40,000
株式の発行による収入 15
配当金支払額 △ 7,049
自己株式の取得による支出 △ 75
自己株式の売却による収入 8
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 47,101

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 42
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 69,460
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 477,551
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 547,011

（ １６ ）
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（ １７ ） 

（注） 
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金
及び日本銀行への預け金であります。 

３．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで
あります。 

 

現金預け金勘定 556,767 百万円 

日本銀行以外への預け金 △9,756 百万円 

現金及び現金同等物 547,011 百万円 

４．重要な非資金取引の内容は、次のとおりであります。 

     

旧商法に基づき発行された転換社債の転換によ
る資本金増加額 3,411 百万円 

旧商法に基づき発行された転換社債の転換によ
る資本剰余金増加額 

3,411 百万円 

旧商法に基づき発行された転換社債の転換によ
る減少額 

6,823 百万円 
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比 較 連 結 貸 借 対 照 表 （ 主 要 内 訳  ）

 （単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 556,767 493,925 62,842
コールローン及び買入手形 28,002 19,436 8,566
買 入 金 銭 債 権 149,257 62,341 86,916
特 定 取 引 資 産 121,130 72,529 48,601
有 価 証 券 1,298,771 1,492,241  △ 193,470
貸 出 金 7,946,846 7,833,029 113,817
外 国 為 替 8,080 7,582 498
そ の 他 資 産 109,851 133,562  △ 23,711
動 産 不 動 産 145,114 206,014  △ 60,900
繰 延 税 金 資 産 73,686 139,518  △ 65,832
支 払 承 諾 見 返 307,039 303,666 3,373
貸 倒 引 当 金  △ 84,297  △ 91,051 6,754
資 産 の 部 合 計 10,660,252 10,672,796  △ 12,544
（ 負 債 の 部 ）

預 金 9,125,942 9,364,106  △ 238,164
譲 渡 性 預 金 48,059 69,488  △ 21,429
コールマネー及び売渡手形 908 276 632
特 定 取 引 負 債 2,617 4,167  △ 1,550
借 用 金 114,004 221,987  △ 107,983
外 国 為 替 105 151  △ 46
社 債 85,999 45,999 40,000
新 株 予 約 権 付 社 債 53,176 60,000  △ 6,824
そ の 他 負 債 339,829 113,721 226,108
退 職 給 付 引 当 金 62 68  △ 6
債 権 売 却 損 失 引 当 金 － 1,815  △ 1,815
特 別 法 上 の 引 当 金 0 0 0
再評価に係る繰延税金負債 23,011 22,536 475
連 結 調 整 勘 定 49 1,450  △ 1,401
支 払 承 諾 307,039 303,666 3,373
負 債 の 部 合 計 10,100,805 10,209,435  △ 108,630
（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分 4,520 6,135  △ 1,615
（ 資 本 の 部 ）

資 本 勘 定 554,926 457,225 97,701
負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 の 部 合 計 10,660,252 10,672,796  △ 12,544

　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

比    較
（Ａ）－（Ｂ）科 目

当連結会計年度末 前連結会計年度末
（平成16年3月31日）
（Ａ） （Ｂ）

(平成15年3月31日）

（ １８ ）
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比 較 連 結 損 益 計 算 書 （ 主 要 内 訳 ）

 （単位：百万円）

253,274 285,432  △ 32,158

資 金 運 用 収 益 175,914 177,655  △ 1,741

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ 159,831 ） （ 156,028 ） （ 3,803 ）

（うち有価証券利息配当金） （ 14,495 ） （ 18,486 ） （  △ 3,991 ）

役 務 取 引 等 収 益 43,214 38,938 4,276

特 定 取 引 収 益 771 975  △ 204

そ の 他 業 務 収 益 21,624 56,343  △ 34,719

そ の 他 経 常 収 益 11,751 11,519 232

173,356 258,276  △ 84,920

資 金 調 達 費 用 8,815 15,270  △ 6,455

（ う ち 預 金 利 息 ） （ 2,577 ） （ 4,155 ） （  △ 1,578 ）

役 務 取 引 等 費 用 8,558 8,481 77

特 定 取 引 費 用 157  △ 157

そ の 他 業 務 費 用 13,628 45,906  △ 32,278

営 業 経 費 91,554 98,897  △ 7,343

そ の 他 経 常 費 用 50,798 89,563  △ 38,765

79,918 27,156 52,762

6,399 6,056 343

3,277 2,329 948

83,040 30,883 52,157

5,133 2,404 2,729

29,661 11,073 18,588

800 508 292

47,445 16,896 30,549

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

当連結会計年度 前連結会計年度
比    較
（Ａ）－（Ｂ）科 目

自  平成15年4月 1日
至  平成16年3月31日

自  平成14年4月 1日
至  平成15年3月31日

当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

経 常 費 用

経 常 収 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

特 別 利 益

経 常 利 益

（Ａ） （Ｂ）

 （ １９ ）



株式会社　横 浜 銀 行

 （単位：百万円）

146,281 146,277 4

3,558 4 3,554

－ 0 △ 0

149,839 146,281 3,558

113,613 103,433 10,180

47,708 17,229 30,479

7,189 7,049 140

154,132 113,613 40,519

　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

資 本 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

（Ｂ）

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

（Ａ）

比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書 （ 主 要 内 訳 ）

当連結会計年度 前連結会計年度
比    較
（Ａ）－（Ｂ）科 目

自  平成15年4月 1日

至  平成16年3月31日

自  平成14年4月 1日

至  平成15年3月31日

（ ２０ ）
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比 較 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（単位：百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度
自  平成15年4月 1日 自  平成14年4月 1日
至  平成16年3月31日 至  平成15年3月31日
(A) (B)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 83,040 30,883 52,157
減価償却費 7,742 33,811 △ 26,069
連結調整勘定償却額 1 △ 60 61
持分法による投資損益（△） △ 370 △ 370
貸倒引当金の増加額 △ 5,928 △ 19,187 13,259
債権売却損失引当金の増加額 △ 1,815 △ 12,479 10,664
偶発損失引当金の増加額   △ 10 10
退職給付引当金の増加額 2 △ 1 3
資金運用収益 △ 175,914 △ 177,655 1,741
資金調達費用 8,815 15,270 △ 6,455
有価証券関係損益（△） 9,043 30,989 △ 21,946
為替差損益（△） 8,407 3,490 4,917
動産不動産処分損益（△） 678 948 △ 270
特定取引資産の純増（△）減 △ 48,601 △ 20,218 △ 28,383
特定取引負債の純増減（△） △ 1,550 △ 519 △ 1,031
貸出金の純増（△）減 △ 55,426 △ 230,127 174,701
預金の純増減（△） △ 240,513 264,717 △ 505,230
譲渡性預金の純増減（△） △ 21,429 △ 23,662 2,233
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 104 △ 19,222 19,118
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 5,460 24,196 △ 18,736
コールローン等の純増（△）減 △ 113,454 780 △ 114,234
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減   69,316 △ 69,316
コールマネー等の純増減（△） 631 △ 1,497 2,128
外国為替（資産）の純増（△）減 △ 497 2,711 △ 3,208
外国為替（負債）の純増減（△） △ 46 68 △ 114
資金運用による収入 191,428 196,359 △ 4,931
資金調達による支出 △ 9,441 △ 18,499 9,058
その他 235,302 △ 106,211 341,513
小計 △ 124,536 44,189 △ 168,725
法人税等の支払額 △ 2,549 △ 1,210 △ 1,339
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 127,085 42,979 △ 170,064

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 2,160,662 △ 2,291,322 130,660
有価証券の売却による収入 2,107,608 1,420,689 686,919
有価証券の償還による収入 297,884 271,594 26,290
動産不動産の取得による支出 △ 5,314 △ 22,867 17,553
動産不動産の売却による収入 1,755 4,825 △ 3,070
連結範囲の変動を伴う子会社株式の売却による収入 2,418 2,418
投資活動によるキャッシュ・フロー 243,690 △ 617,079 860,769

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入金の返済による支出 △ 80,000 △ 80,000
劣後特約付社債・新株予約権付社債の発行
による収入 40,000 40,000

劣後特約付社債・新株予約権付社債の償還
による支出 △ 9,997 9,997

株式の発行による収入 15 7 8
配当金支払額 △ 7,049 △ 7,049 0
少数株主への配当金支払額 △ 140 140
自己株式の取得による支出 △ 75 △ 282 207
自己株式の売却による収入 8 50 △ 42
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 47,101 △ 17,411 △ 29,690

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 42 △ 33 △ 9
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 69,460 △ 591,544 661,004
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 477,551 1,069,096 △ 591,545
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 547,011 477,551 69,460

　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

科 目 比     較
（A）－（B）

（ ２１ ）
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                                                 （ ２２ ） 

 
連結財務諸表作成の基本となる事項 
 
 
 
１． 連結の範囲に関する事項 

（１） 連結される子会社及び子法人等      10 社 

主要な会社名                   横浜信用保証株式会社 

横浜キャピタル株式会社 

  浜銀ファイナンス株式会社は保有株式の一部売却により、また、横浜ビジネスサービス株式会社は当行との合

併により、当連結会計年度より除外しております。 

 

（２） 非連結の子会社及び子法人等        3 社 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断

を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

 

２． 持分法の適用に関する事項 

（１） 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等  1 社 

会社名                   浜銀ファイナンス株式会社 

浜銀ファイナンス株式会社は保有株式の一部売却により関連会社となったため、当連結会計年度より持分法の

適用の範囲に含めております。 

（２） 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 4 社 

主要な会社名                    Ｈａｍａｇｉｎ Ｌｅａｓｉｎｇ（ＵＳＡ）Ｉｎｃ． 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持

分法の対象から除いております。 

 

３． 連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項 

（１） 連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

 12 月末日                        ２社 

  3 月末日                        ８社 

（２） 連結される子会社及び子法人等は、それぞれの決算日の財務諸表により連結しております。 

連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。 

 
４． 連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 
連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 
５． 連結調整の償却に関する事項 
連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却を行っております。 

 
6．利益処分項目の取扱いに関する事項 
  連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。 
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（ ２３ ） 

セグメント情報 
 
１． 事業の種類別セグメント情報 
 

前連結会計年度（自 平成14年4月1日  至 平成15年3月31日）                          （金額単位 百万円） 

 銀行業 リース業 その他 計 消去又は全社 連  結 

経 常 収 益                      
 (1)外部顧客に対する経常収益  236,608 38,579 10,244 285,432    ― 285,432 
 (2)セグメント間の内部経常収益  2,042 383 3,545 5,970 ( 5,970 )     ― 

計 238,651 38,962 13,790 291,403 ( 5,970 ) 285,432 
経 常 費 用                213,076 38,295 11,855 263,227 ( 4,950 ) 258,276 
   経 常 利 益                25,574 667 1,934 28,176 (1,020 ) 27,156 
 
資 産                10,539,146 108,354 148,517 10,796,017 (123,220) 10,672,796 
減 価 償 却 費                7,726 25,771 313 33,811    ― 33,811 
資 本 的 支 出                6,063 23,004 146 29,214    ― 29,214 
 

(注) 1．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 
２．市場価格のある株式の配当金については、従来配当金の支払いを受けた日の属する連結会計年度に収益計上しておりましたが、当連
結会計年度から、各銘柄の配当落ち日（配当権利付き最終売買日の翌日）をもって、前回の配当実績又は公表されている1株当たり予想
配当額に基づいて未収配当金を見積もり計上する方法に変更いたしました。この変更により、従来と同一の方法によった場合に比べ、銀
行業について経常収益及び経常利益は1,407百万円増加、ﾘｰｽ業について経常収益及び経常利益は22百万円増加、その他について
経常収益及び経常利益は5百万円増加しております。 
 

 当連結会計年度（自 平成15年4月1日  至 平成16年3月31日）                         

全セグメントの経常収益の合計額および経常利益の合計額に占める「銀行業」の割合がいずれも９０％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。 

 

３．国際業務経常収益 

   国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

 

 

 

生産、受注及び販売の状況 
 
銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。 
 

 
関連当事者との取引 

 
当連結会計年度（自 平成 15年 4月 1日 至 平成 16年３月３１日） 
関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。 

 
リース取引関係 
 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載しておりません。 
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有価証券等

１．有価証券関係

※１．連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、「買入金銭債権」中の信託
　　受益権を含めて記載しております。
※２．財務諸表における注記事項である「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、以下の
    「（８）」に合わせて記載しております。

（１）売買目的有価証券
　（金額単位：百万円）

期　別

種　類

68,572 22

（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの

　（金額単位：百万円）
期　別

連 結 貸 借
種　類 対照表計上額

国 債 － － － － －

地 方 債 － － － － －

短 期 社 債 － － － － －

社 債 20,398 20,352 △ 45 62 107

そ の 他 2,799 2,800 0 0 －

合 計 23,198 23,153 △ 44 62 107

（注）時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

（３）その他有価証券で時価のあるもの

　（金額単位：百万円）
期　別

連 結 貸 借
種　類 対照表計上額

株 式 212,751 172,511 △ 40,240 8,257 48,498

債 券 1,118,506 1,123,414 4,908 5,559 651

国 債 519,786 520,937 1,151 1,275 124

地 方 債 290,747 293,117 2,369 2,561 191

短 期 社 債 － － － － －

社 債 307,971 309,359 1,387 1,722 335

そ の 他 131,575 132,584 1,008 1,134 126

合 計 1,462,832 1,428,509 △ 34,323 14,952 49,275

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり
　　　　ます。
　　　２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものにつ
　　　　いては、原則時価が取得原価まで回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって連結貸借対照表価
　　　　額とし、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
　　　　　当連結会計年度における減損処理額は、３２，２７７百万円（うち株式３２，２７７百万円）であります。
　　　　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行
　　　　会社区分ごとに次のとおり定めております。

　　　　　破綻先、実質破綻先、破綻懸念先　　時価が取得原価に比べて下落
　　　　　要注意先　　　　　　　　　　　　　時価が取得原価に比べて３０％以上下落
　　　　　正常先　　　　　　　　　　　　　　時価が取得原価に比べて５０％以上下落

　　　　　なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注
　　　　意先以外の債務者であります。

取 得 原 価 評 価 差 額
う ち 益 う ち 損

前連結会計年度末（平成１５年３月３１日現在）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益
に含まれた評価差額

売買目的有価証券

前連結会計年度末（平成１５年３月３１日現在）

う ち 益 う ち 損

前連結会計年度末（平成１５年３月３１日現在）

時 価 差 額

（ ２４ ）
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（４）当該連結会計年度中に売却したその他有価証券

　（金額単位：百万円）
期　別

種　類 売却益の合計額 売却損の合計額

1,418,461 12,446 8,818

（５）時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額
　（金額単位：百万円）

 満期保有目的の債券

         事業債 58,685

         地方公社債 3,409

 その他有価証券

         非上場株式（店頭売買株式を除く） 16,967

（６）保有目的を変更した有価証券

      　当連結会計年度中に、満期保有目的の債券９９百万円の保有目的を、債券の発行者の信用状態の著しい悪化の
    　理由により変更し、その他有価証券に区分しております。この変更による経常利益及び税金等調整前当期純利益
    　への影響はありません。

（７）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

　（金額単位：百万円）
期　別

種　類 １ 年 以 内 10 年 超

債 券 279,941 881,852 27,002 14,506

国 債 109,792 409,589 1,068 487

地 方 債 44,215 237,845 8,775 2,280

短 期 社 債 －

社 債 125,934 234,416 17,158 11,737

そ の 他 22,058 97,365 6,842 12,889

合 計 302,000 979,218 33,844 27,395

（８）子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）
　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）につきましては、該当ありません。

２．金銭の信託関係
　　　　金銭の信託につきましては、該当ありません。

３．株式等評価差額金
　　　　連結貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

　（金額単位：百万円）

 評価差額 △ 34,322

その他有価証券 △ 34,322

その他の金銭の信託 －

（△）連結損益計算書への評価損益計上額 －

（＋）繰延税金資産 13,878

　　　株式等評価差額金（持分相当額調整前） △ 20,443

（△）少数株主持分相当額 △ 95

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券
      に係る評価差額金のうち親会社持分相当額

 株式等評価差額金 △ 20,348

（注）時価がない外貨建その他有価証券に係る換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に
　　含めて記載しております。

前連結会計年度（自 平成１４年４月１日  至  平成１５年３月３１日）

売 却 額

（平成１５年３月３１日現在）

 その他有価証券

前連結会計年度末（平成１５年３月３１日現在）

５年超10年以内１年超５年以内

前連結会計年度末

（平成１５年３月３１日現在）
前連結会計年度末

－

（ ２５ ）
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有価証券等

１．有価証券関係

※１．連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、「買入金銭債権」中の信託
　　受益権を含めて記載しております。
※２．財務諸表における注記事項である「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、以下の
    「（９）」に合わせて記載しております。

（１）売買目的有価証券
　（金額単位：百万円）

期　別

118,720 △ 119

（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの
　（金額単位：百万円）

期　別

連 結 貸 借
種　類 対照表計上額

国 債 － － － － －

地 方 債 － － － － －

短 期 社 債 － － － － －

社 債 13,297 13,214 △ 82 17 100

そ の 他 － － － － －

合 計 13,297 13,214 △ 82 17 100

（注）時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

（３）その他有価証券で時価のあるもの
　（金額単位：百万円）

期　別

連 結 貸 借
種　類 対照表計上額

株 式 148,676 197,787 49,111 62,366 13,254

債 券 848,542 850,659 2,117 2,881 763

国 債 264,303 265,160 857 992 134

地 方 債 273,928 274,692 763 1,023 259

短 期 社 債 － － － － －

社 債 310,310 310,806 496 865 368

そ の 他 192,629 193,287 658 1,070 412

合 計 1,189,847 1,241,735 51,887 66,318 14,430

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであり
　　　　ます。
　　　２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものにつ
　　　　いては、原則時価が取得原価まで回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって連結貸借対照表価
　　　　額とし、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
　　　　　当連結会計年度における減損処理額は、５９百万円（うち、株式５９百万円）であります。
　　　　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行
　　　　会社区分ごとに次のとおり定めております。

　　　　　破綻先、実質破綻先、破綻懸念先　　時価が取得原価に比べて下落
　　　　　要注意先　　　　　　　　　　　　　時価が取得原価に比べて３０％以上下落
　　　　　正常先　　　　　　　　　　　　　　時価が取得原価に比べて５０％以上下落

　　　　　なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注
　　　　意先以外の債務者であります。

（４）当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
　（金額単位：百万円）

期　別
種　類

社 債 250 258 8 私募債の買入消却

種　類

当連結会計年度末（平成１６年３月３１日現在）

取 得 原 価 評 価 差 額
う ち 益 う ち 損

当連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至  平成１６年３月３１日）
売 却 原 価 売 却 額

売買目的有価証券

当連結会計年度末（平成１６年３月３１日現在）

時 価 差 額
う ち 益 う ち 損

売 却 の 理 由

当連結会計年度末（平成１６年３月３１日現在）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益
に含まれた評価差額

売 却 損 益

（ ２６ ）
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（５）当該連結会計年度中に売却したその他有価証券

　（金額単位：百万円）
期　別

種　類 売却益の合計額 売却損の合計額

2,107,310 9,560 16,218

（６）時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額
　（金額単位：百万円）

満期保有目的の債券

        事業債 145,668

        地方公社債 2,862

その他有価証券

　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 19,429

　　　　信託受益権 18,343

（７）保有目的を変更した有価証券
      　当連結会計年度中に、満期保有目的の債券５４９百万円の保有目的を、債券の発行者の信用状態の著しい悪化
    　の理由により変更し、その他有価証券に区分しております。この変更による経常利益及び税金等調整前当期純利
    　益への影響はありません。

（８）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額
　（金額単位：百万円）

期　別

種　類 １ 年 以 内 10 年 超

債 券 294,754 668,724 25,511 21,510

国 債 41,839 210,573 1,024 11,723

地 方 債 120,118 154,246 327 －

短 期 社 債 －

社 債 132,796 303,904 24,160 9,786

そ の 他 13,587 115,525 8,086 76,418

合 計 308,341 784,249 33,598 97,928

（９）子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）
　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）につきましては、該当ありません。

２．金銭の信託関係
　　　　金銭の信託につきましては、該当ありません。

３．株式等評価差額金
　　　　連結貸借対照表に計上されている株式等評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

　（金額単位：百万円）

 評価差額 51,888

 その他有価証券 51,888

 その他の金銭の信託 －

（△）繰延税金負債 21,082

　　　株式等評価差額金（持分相当額調整前） 30,806

（△）少数株主持分相当額 △ 0

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券
      に係る評価差額金のうち親会社持分相当額

 株式等評価差額金 30,838

（注）時価がない外貨建その他有価証券に係る換算差額については、「評価差額」の内訳「その他有価証券」に
　　含めて記載しております。

デリバティブ取引関係
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

５年超10年以内

その他有価証券

当連結会計年度末
（平成１６年３月３１日現在）

当連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至  平成１６年３月３１日）

売 却 額

当連結会計年度末（平成１６年３月３１日現在）

１年超５年以内

（平成１６年３月３１日現在）
当連結会計年度末

31

（ ２７ ）
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                                        （ ２８ ） 

退職給付関係 
 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当行は確定給付型の制度として厚生年金基金制度および退職一時金制度を設けておりましたが、確定給付企

業年金法の施行に伴い、平成15年３月１日に厚生年金基金制度の代行部分について厚生労働大臣から将来分支

給義務免除の認可を受けました。また、平成15年７月１日に退職給付制度の改定を行い、退職給付の算定方式

にポイント制を導入するとともに、退職一時金制度の一部を前払い退職金制度および確定拠出年金制度に、確

定給付型年金制度を「キャッシュバランス・プラン」（混合型年金）に移行しております。 

 なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割

増退職金を支払う場合があります。 

当行は退職給付信託を設定しております。 

 一部の連結子会社は退職一時金制度を設けており、連結子会社のうち一社は確定給付型の制度として適格退

職年金制度および退職一時金制度を設けております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

前連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

区分 

金額（百万円） 金額（百万円） 
  
退職給付債務 (A) 

年金資産 (B) 

未積立退職給付債務 (C)＝(A)＋(B) 

未認識数理計算上の差異 (D) 

未認識過去勤務債務（債務の減額） (E) 

連結貸借対照表計上額純額 (F)=(C)+(D)+(E) 

前払年金費用 (G) 

退職給付引当金 (F)－(G) 
  

  
△77,680

47,561

△30,118

52,028

－

21,910

21,978

△68
  

  
    △68,103

61,925

△6,178

36,329

△3,834

26,316

26,378

△62
  

 （注）１．前連結会計年度は、厚生年金基金の代行部分返上に関し、当行は「退職給付会計に関する実務指針

（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第47－２項に定める経過措置を適

用し、当該認可の日において代行部分にかかる退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したもの

とみなして会計処理をしております。なお、前連結会計年度末における返還相当額は28,833百万円で

あります。 

    ２．当連結会計年度における当行の退職一時金制度から前払い退職金制度および確定拠出年金制度への一

部移行に伴う影響額は次のとおりであります。 

      

退職給付債務の減少         2,674 百万円 

未認識計算数理上の差異        △2,474 百万円 

前払年金費用の減少          199 百万円 

 

      また、前払い退職金制度導入に伴う支払額および確定拠出年金制度への資産移換額は2,411百万円であ

り、うち確定拠出年金制度への資産移換は、４年間で移換する予定であります。なお、当連結会計年

度末時点の未移換額1,182百万円は、「その他負債」に計上しております。 

    ３．当連結会計年度における当行の退職給付水準減額の制度変更により、過去勤務債務（債務の減額）が

発生しております。 

４．臨時に支払う割増退職金は含めておりません。 

５．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

 

 



株式会社 横 浜 銀 行 

                                        （ ２９ ） 

３．退職給付費用に関する事項 

前連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

区分 

金額（百万円） 金額（百万円） 
  
勤務費用（注）１，３ 

利息費用 

期待運用収益 

過去勤務債務の費用の減額処理額（注）２ 

数理計算上の差異の費用処理額 

厚生年金基金代行部分返上益 

前払い退職金制度および確定拠出年金制度への移行に

伴う損失 

その他（臨時に支払った割増退職金等） 

退職給付費用 
  

  
2,269

3,405

△2,914

－

3,086

△3,536

  －

3,441

5,751
  

  
1,354

1,806

△1,370

△2,300

3,545

－

2,211

3,262

8,510
  

 （注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

２．「２．退職給付債務に関する事項（注）３．」に記載の過去勤務債務（債務の減額）に係る費用の減

額処理額であります。 

３．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しておりま

す。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

区分 前連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

(1）割引率 2.5％  2.5％ 

(2）期待運用収益率 4.0％  3.5％ 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 ────── 

 

 

 

2年（その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一

定の年数による定額法によ

る） 

(5）数理計算上の差異の処理年数 15年（各連結会計年度の発

生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数によ

る定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理する

こととしている） 

同左 

 

 



株式会社 横 浜 銀 行 

                                        （ ３０ ） 

 

税効果会計関係 
 

 

当 連 結 会 計 年 度 
（自 平成15年４月１日  至 平成16年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  
繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 84,658百万円 

有価証券償却 9,636百万円 

その他 9,955百万円 

繰延税金資産小計 104,250百万円 

評価性引当額 △1,064百万円 

繰延税金資産合計 103,185百万円 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △21,082百万円 

退職給付信託設定益益金不算入 △7,126百万円 

その他 △1,291百万円 

繰延税金負債合計 △29,499百万円 

繰延税金資産の純額 73,686百万円 
  
 

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があると

きの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が、法定実効税率の百分の五以下である

ため、記載を省略しております。 

 


